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Ⅰ　はじめに

　IASBは，「負債プロジェクト」において，
IAS第36号「引当金，偶発負債，および偶発資
産」に代わる新規の IFRS策定に着手した１）。
IASBは，一連の諸草案等において，適用対象
となる負債項目（以下，「非金融負債」２））の測
定における将来キャッシュアウトフローの見積
基礎として，期待値を一律に適用するよう一
貫して提案してきた３）。当該提案については，
反対意見が根強いこと，および直接的な対象項
目のほか，保険契約等にかかる新規の IFRS策
定にも少なからず影響を及ぼしていることが，
よく知られるところであろう。
　それでは，IASBは，いかなる根拠をもって，
期待値の一律適用を提案するのであろうか。ま
た，IASB提案は，負債測定における期待値の
絶対的優位性を担保すると解してもよいのであ
ろうか。それらをふまえて，IASB提案は，情
報利用者（とくに資金提供者）にとって，有用
な情報を提供する現実適合的な方策といってよ
いのであろうか。さらに，そもそも，このよう
な検証を事前または事後的に受けているのであ

ろうか。現行制度や IASB提案以外にも，いか
なる方策が考えられるのであろうか。
　非金融負債の基準設定をめぐる以上の状況お
よび問題意識を念頭に置きつつ，本稿は，非金
融負債の測定における将来キャッシュフローの
見積基礎の選択問題に焦点を当てて検討するも
のである。
　はじめに，本稿の構成を大まかに示せば，次
のとおりである。まず，現行制度における最頻
値，中央値，期待値の適用状況を確認する。次
に，最頻値，中央値，期待値の負債測定におけ
る特性を IASB（2011a）に依拠しつつ整理し４），
決定要因を明確にしたうえで，最頻値，中央値，
期待値を適用すべき状況と留意事項を提示する。
それらをふまえ，制度設計に対する示唆に言及
し，最後に追加課題および将来的な課題につい
て言及する。

Ⅱ　現行諸基準等における適用状況

２. １　最頻値

　最頻値は，以下の２つの中核的な基準書をつ
うじて，広範な非金融負債項目にかかる将来
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─────────────────────────────────
１） 負債プロジェクトは，現在中断しており，2012年以降「調査プロジェクト」に再分類されている。
２） 本稿にいう「非金融負債（non-financial liability）」とは，金融負債以外の負債をいい（IASB 2005a, par. 10），

負債プロジェクトの直接的な対象項目を念頭に置いている。その特徴は，金額または（および）時期に不確実性
を有する点にある（IAS36, par. 10）。なお，負債プロジェクトの対象項目以外にも，保険契約および退職給付に
係る負債は極めて重要な非金融負債項目であり，適宜言及する。

３） IAS 第36号の改訂草案（IASB 2005a）が公表されたのち，測定規定部分の草案（IASB 2010a）を経て，新規の
IFRS 公表を念頭に置いた作業草案（IASB 2010b）が公表された。また，それらの公表に至るまで，改訂論点に
関する「アジェンダペーパー」や「スタッフペーパー」等も適宜公表されてきた。

４） IASB（2011a）は，概念フレームワークプロジェクト（測定に関する当時の「フェーズ C」）に関した横断論点（「不
確実性を有する将来キャッシュフローの測定」）の検討材料として作成されたものである。
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キャッシュアウトフローの第一義的な見積基礎
として用いられてきた。
　IASB（公表当時は IASC）の IAS第36号「引
当金，偶発負債，および偶発資産」は，引当金

（provision）の測定額を「報告期間の終了日に
おける現在の債務を決済５）するために必要と
なる支出額の最善の見積り」としている。その
うえで，IAS第36号は，引当金にかかる単一の

4 4 4

債務（single obligation）について，「最も起こ
りうる結果（most likely outcome）」，つまり，
最頻値が「最善の見積り（best estimate）」６）

となるとしている（IAS36, pars. 36 and 40）。
　また，FASBの ASC450「偶発事象」は，「損
失額を合理的に見積もることができること」を，
偶発損失（loss contingency）の当初認識の要件
のひとつとしている（ASC, 450-20-25-2）。ここ
にいう「損失額」の特性は明確にされてはいな
いものの，FASB基準は，成文化以前の基準書
第５号「偶発事象の会計」以来，偶発損失ひい
てはそれに呼応する貸方項目たる負債につい
て，最頻値の適用を前提としてきたと解してよ
い７）。

２. ２　期待値

２.２.１ 公正価値測定における適用
　限られた項目に対してではあるものの，非金
融負債についても公正価値による当初測定が行
われる。なお，観察可能な市場から直接に価格
を入手できなければ，公正価値の推定計算が
必要となる。これについては，将来キャッシュ

フローの見積りに期待値を用いる期待現在価
値計算が，制度として確立されている。IASB
の IFRS第13号「 公 正 価 値 測定 」と FASBの
ASC620「公正価値測定および開示」は，ともに
公正価値の推定技法として，「期待現在価値法

（expected present value technique）」を規定し
ている（IFRS 13, par. B16；ASC, 620-10-55-9）。
　非金融負債に公正価値測定を適用し，かつ，
その推定に期待現在価値法の適用を明示した基
準は，FASB基準（ASC410-20「資産除去債務」，
同420「撤退または処分費用負債」）にみられる。
FASB基準は，とくに資産除去債務の公正価値
の推定について，期待現在価値法が唯一適切な
技法となると明記している（ASC, 410-20-30-1）。
また，企業結合により取得した偶発負債につい
ては，公正価値による当初測定を行う（IFRS3, 
par. 23；ASC, 605-20-25-19）。その際，期待現
在価値法の適用が想定される８）。

２.２.２ 公正価値測定以外の測定における適用
　期待値は，公正価値の推定計算以外の局面に
おいても用いられる。IAS第36号は，母集団の
大きい項目９）に対する期待値の適用に言及し
ている（IAS36, par. 39）。また，退職給付債務
の算定に関して，確定給付制度における退職給
付見込額は，予定昇給率，死亡率，離職率といっ
た数理計算上の仮定（基礎率）をもとに算定さ
れる期待値である（IAS19, par.66；ASC, 615-
30-35-42）。
　さらに，近年公表された IFRS草案には，期

─────────────────────────────────
５） ここにいう「決済」は，「相手方との決済（settlement）」と「第三者への移転（transfer）」を含む（IAS36, par. 

36）。
６） 会計領域においては，最頻値を「最善の見積り」と称する慣習がある（Trott and Upton 2001, p. 2）。
７） 傍証として，例えば，概念書第７号「会計測定におけるキャッシュフロー情報および現在価値の使用」は，基

準書第５号にいう「損失額」について，「最も起こりうる結果を基礎とした見積額およびその結果を基礎とした
キャッシュフローの累計額」という解釈を示している（FASB 2000, par. 56）。

８） その他，成文化以前の FASB の解釈指針第45号「間接保証を含む保証人の保証に関する会計および開示規定」
は，当初，第三者との複数構成要素契約のひとつとして生じた保証債務について，概念書第７号を参照し，期待
キャッシュフローアプローチによる公正価値の推定に言及していた（FIN45, par. 9b）。

９） 主要な項目として，製品保証が想定されていた。なお，製品保証については，IFRS 第15号「顧客との契約に
より生じる収益」をあわせて参照されたい。
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待値の適用を提案したものが多くみられる。
IAS第36号に代わる新規の IFRS作業草案「負
債」は，適用対象となる（非金融）負債について，

「報告期間の終了日において，現在の債務から
解放されるために当該主体が支払うであろう合
理的な金額」をもって測定するモデルを提案し
た。当該金額は，報告主体による価値最大化行
動を前提として，次の３つの額のうち最も小さ

4 4 4 4

い額
4 4

として決定される（IASB 2010b, pars. 36A 
and 36B）。
　⒜　 債務を履行する（fulfill）ために必要とな

る資源の現在価値
　⒝　 債務を取り消す（cancel）ために必要と

なる額
　⒞　 債務を第三者に移転する（transfer）ため

に必要となる額

　上記３つの値について，作業草案は，報告期
間の終了日において，現実的に債務を取り消す
かまたは第三者に移転できる証拠がなければ，
⒜を測定額とし，その算定に期待現在価値法
を用いるよう提案している（IASB 2010a, pars. 
36C, B2-B14）。非金融負債の市場性および事業
遂行上の制約等を勘案すれば，第一義的には⒜
を想定すべきであろう。そして，IASBはかね
てより期待値を一律に適用することを前提とし
ており（IASB 2005a, par. 31），作業草案におい
ても，⒜について期待現在価値法の一律適用が
前提となっている。
　なお，かかる提案は，IASBの他基準の改訂
にも影響を及ぼしている。IAS第12号「法人
所得税」に代わる新規の IFRS草案「法人所

得税」は，「未確定の税ポジション（uncertain 
tax position）」について，「税務当局がすべて
の関連情報の知識を十分に有して精査すると
仮定したうえでの可能性のある報告額に基づ
く金額の加重平均」10）をもって測定するよう
提 案 し た（IASB 2009a, par. 26；IASB 2009b, 
pars. BC56-BC63）。また，IFRS第４号「保険
契約」に代わる草案を経て公表された改訂草
案「保険契約」は，保険契約の測定要素であ
る「履行キャッシュフロー（fulfillment cash 
flows）」11）について，期待現在価値を基礎と
して算定するよう提案した（IASB 2013a, pars. 
16, B40-B42）。

２. ３　�中央値（「50％超の確率で発生する
最大額」）

　少なくとも筆者の知る限り，厳密な中央値
を適用した現行基準はない。なお，FASB基
準には，中央値に近似した値の適用がみら
れる。ASC640「法人所得税」は，認識要件

（more likely than not）を充足した未確定の税
ポジションについて，すべての関連情報の知識
を有する税務当局との決済に際して「50％超
の確率で実現する税便益の最大額（the largest 
amount of tax benefit that is greater than 50 
percent likely of being realized）」 を も っ て
測定する12）よう規定している（ASC, 640-10-
30-6）。これは，多くの場合中央値に相当し13），
より一般に「50％超の確率で発生する最大額

（maximum amount that is more likely than 
not to occur）」とよばれる。

─────────────────────────────────
10） なお，当該提案は，負債プロジェクト完了以降の検討課題とされた（IASB 2010c, par. 6（a））。
11） 「履行キャッシュフロー」とは，「保険契約の履行により生じるであろう明示的かつバイアスのない将来キャッ

シュアウトフローの期待現在価値（リスク調整を含む）から，将来キャッシュインフローの期待現在価値を差し
引いた加重平均見積額」（IASB 2013a, Appendix A）をいう。

12） なお，認定された税便益が当初想定した税便益を下回れば，当該差額は「未認識税便益（unrecognized tax 
benefit）」（ASC, 640-10-20）として追加的に負債計上される。ここで計上される負債は，「50％超の確率で実現す
る税便益の最大額」をもって直接測定されるわけではない。

13） 菅野（2004）は，解釈指針第46号「法人所得税における不確実性の会計」が公表される以前の基準書第109号「法
人所得税の会計」に基づき，繰延税金資産の測定額が中央値に該当すると解釈している。
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　もっとも，より厳密にいえば，「50％超の確
率で実現する税便益の最大額」と中央値は，常
に等しくなるとは限らない。例えば，認識要件
を充足した税便益について，税務当局による認
定額とその確率が，表２.１のとおり想定され
たとする。

税便益（CU） 確率（％）
100 50
200 30
500 20

表２. １　税便益の測定

（出所 IASB 2011a, Example 4（par. 24）を加筆修正。）

　表２.１において，税便益 CU100と CU200の
累積確率は，ともに50％である。そこで，中央
値は，双方の平均 CU150と算定される。他方，

「50％超の確率で実現する税便益の最大額」は，
累積確率が50％となる２つの結果のいずれか小

4

さいほう
4 4 4 4

の額に相当するから，CU100と算定さ
れる。ここで注目すべきは，中央値はあらかじ
め想定された税便益のいずれにも該当しないの
に対し，「50％超の確率で実現する税便益の最
大額」はあらかじめ想定された税便益となる点
である。そこで，「50％超の確率で実現する税
便益の最大額」，より一般に「50％超の確率で
発生する最大額」に積極的な意義を付与すると
すれば，それは，常に将来起こりうるシナリオ
を基礎としたうえで中央値の特性を最大限に反
映しうる測定額といえよう（IASB 2011a, pars. 
22 and 25）。
　もちろん，上述のケースを除けば，「50％超
の確率で発生する最大額」は中央値と同義とみ
なしてよいから，特段区別する必要のない限り，
本稿は双方を同義として取り扱う。

Ⅲ　�最頻値・中央値・期待値の負債測定に
おける特性⑴：決済損益

３.１　「確からしさ」の尺度としての決済損益

　tn期末に当初認識され，tn＋１期末に決済され

る単一の負債について，最終的な決済に伴い発
生しうるキャッシュアウトフローとその発生確
率が，表３.１のとおり示されたとする。

キャッシュアウトフロー（CU） 確率（％）
100 40
200 30
500 30

表３. １　基本ケース

（出所 IASB 2011a, Example 1（par. 6）.）

　当初認識を行う tn 期末において，最頻値は
CU100， 中 央 値 は CU200， 期 待 値 は CU250

（CU100×40％＋ CU200×30％＋ CU500×30％）
とそれぞれ算定される。ここで，割引前将来
キャッシュアウトフローを測定額とし，tn＋１

期末における実際発生額が必ず表３.１に示さ
れたいずれかの額となるとすれば，①最頻値
CU100を測定額とし，実際発生額が CU100と
なるか，②中央値 CU200を測定額とし，実際
発生額が CU200となる場合を除き，測定額と
実際発生額が相違することにより決済差額が生
じる。当該差額を tn＋１期の損益（以下，「決済
損益」）として処理すれば，それに伴い tn＋１期
の利益額が変動する。
　また，tn期末における測定額は当該時点にお
ける予測値であり，tn＋１期末における実際発生
額との差額たる決済損益は，測定誤差を意味す
る。そこで，財務情報の有用性に資するべく，
測定誤差を可能な限り低減することによって測
定額の精度を向上させるならば，tn期末におい
て最も「確からしい」値を選択する必要がある
14）。もっとも，ここにいう「確からしさ」には，
２つの尺度が存在する。つまり，①決済損益が
発生する確率そのものの低減に着目した場合と，
②決済損益が発生することを所与としてその額
の低減に着目した場合では，「確からしい」と
される値はおのずと異なる。
　本節は，表３.１を「基本ケース」として，
決済損益に着目して最頻値，中央値，および期
待値の特性を整理し，確認する。ただし，以降
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の検討は，主として次の制約を付したうえで行
うものとする15）。
　１ ．シナリオ（キャッシュアウトフローおよ

び発生確率）は，報告主体の主観に基づき
作成される。

　２．対価の受取りはない。
　３ ．２期間において，認識（tn期末）と決済（tn

＋１期末）が行われる。
　４ ．実際発生額は，事前に想定されたいずれ

かの額（CU100・CU200・CU500）となる。
　５ ．割引計算の要素（利子率・リスク調整）

を考慮外とする。

３. ２　決済損益の発生確率

　決済損益の発生確率に関して顕著な特性を
示すのは，最頻値と期待値である。前頁の表
３.１のケースにおいて，その確率は，最頻値
が60％，期待値が100％である。
　最頻値は，実際に最も起こりうる結果を基礎
とするから，実際発生額との不一致に伴い決済
損益が発生する確率は最も低くなる。いいかえ
れば，実際発生額と一致する確率は最も高い。
したがって，決済損益の発生確率に照らせば，
最頻値は最も「確からしい」値である。他方，
期待値は，将来実際に起こりうる結果の平均値
であり，基本的に実際発生額と一致しない。表

３.１においても，期待値と実際発生額が一致
するケースはなく，そもそも決済損益の発生確
率の低減はのぞめない。

３. ３　決済損益の発生額

３.３.１ 最大発生額
　次に，決済損益額に着目しよう。表３.１の
ケースにおいて，tn＋１期末に発生しうる損益発
生額を網羅すれば，本頁上部の表３.２に示す
とおりである。なお，表中の「＋」は決済益（利
得（gain）），「－」は決済損（損失（loss））である。
　表３.２において，測定額（最頻値 CU100・
中央値 CU200・期待値 CU250）と実際発生額

（CU100・CU200・CU500）との差額の最大値，
つまり，決済損益の最大発生額に着目すれば，
最頻値と期待値がより対照的な特性を有するこ
とが浮き彫りとなる。いずれにしても，CU500
が実際発生額となる場合に，決済損益額（いず
れも損失）は最大となる。そして，期待値を採
る場合が最も小さく（CU250），最頻値を採る
場合が最も大きい（CU400）。
　つまり，①最頻値は，決済損益の発生確率は
他よりも低いが，決済損益が発生する場合の最
大額は他よりも大きく，②期待値は，決済損
益の発生確率は他よりも高いが，発生しうる
損益額の最大額は他よりも小さくなる（IASB 

─────────────────────────────────
14） 測定額が「将来の結果を予測するために情報利用者が用いるプロセスに対するインプット」となれば，当該測

定額は「予測価値（predictive value）」を有する（IASB 2010e, par. QC6 and BC3.16；FASB 2010, par. QC6 and 
BC3.16）。予測価値を有する情報は，時に「確認価値（confirmatory value）」をあわせもち，「目的適合性

（relevance）」が認められる（IASB 2010e, pars. QC6-QC6, QC9-QC10；FASB 2010, pars. QC6-QC6, QC9-QC10）。
そのうえで，「忠実な表現（faithful representation）」が担保されれば，その測定額は有用となる（IASB 2010e, 
pars. QC4, QC16-16, QC9-QC10；FASB 2010, pars. QC4, QC16-16）。将来事象の取扱いと「忠実な表現」との関
係については，志賀（2011）を参照されたい。

15） これらのほか，「第三者への移転」を前提とすると，当該第三者が要求する利益額も測定額の要素となるが（IASB 
2010b, par. B6（b）.），これについても考慮外とする。

実際発生額
（CU）

確率
（％）

最頻値 CU100と
の決済損益（CU）

中央値 CU200と
の決済損益（CU）

期待値 CU250と
の決済損益（CU）

100 40 0 ＋100 ＋150
200 30 －100 0 ＋50
500 30 －400 －300 －250

表３. ２　決済時点の損益発生額

（出所 IASB 2011a, Example 1 Continued（par. 26）を加筆修正。）
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2011a, pars. 14 and 40）。

３.３.２ 損益発生額の最小化
３.３.２.１ 偏差の二乗和と平均絶対偏差
　表３.２における測定額と実際発生額との組
合せの多くにおいて，決済損益が発生すること
となる。そこで，測定額と実際発生額との不一
致を所与とすれば，発生しうる損益額を最小限
にとどめ，利益計算に及ぼす影響をより軽減す
る測定額こそが「確からしい」値となる。損益
額の低減については，「偏差の二乗和」および

「偏差の絶対値の平均（平均絶対偏差）」を尺度
として，それらを最小化する値が測定額の精度
向上，ひいては情報の有用性に資すると解する
ことができる。
　一般に，「算術平均からの偏差の二乗和」は，
他の値からの偏差の二乗和よりも小さくなり，
算術平均たる期待値もかかる特性を有する。そ
して，ここにいう「偏差」を決済時に発生しう
る損益額とすれば，期待値は，負債測定におい
て「決済時に発生しうる損益額の二乗和を最
小化」する。表３.１のケースにおいて，期待
値を測定額とした場合における（重み付けされ
た）損益発生額の二乗和を算定すれば，9,450（＝

（150×40％）2＋（50×30％）2＋（－250×30％）2）
となる。中央値と最頻値について，同様の手
順によってそれを算定してみると，最頻値は
15,300（ ＝（0×40 ％）2＋（ －100×30 ％）2＋（ －
400×30％）2），中央値は9,600（＝（150×40％）2＋

（50×30％）2＋（－250×30％）2）となり，たし
かに期待値を用いれば損益額の二乗和は最小と
なる。
　また，一般に，中央値は，平均絶対偏差を最
小化する。つまり，中央値は，負債測定におい
て「決済時に発生しうる損益額の絶対値の平
均を最小化」する。表３.１のケースにおいて，
中央値を測定額とした場合における損益発生額
の平均絶対偏差（ここでは絶対値の加重平均）
を算定すれば，130（＝ ¦100¦×40％＋ ¦０¦×30％
＋ ¦－300¦×30％）となる。最頻値と期待値につ

いて，同様の手順によってそれを算定してみ
ると，いずれも150となり（＝ ¦０¦×40％＋ ¦－
100¦×30％＋ ¦－400¦×30％；¦150¦×40％＋ ¦50¦
×30％＋ ¦－250¦×30％），たしかに中央値を用
いれば平均絶対偏差は最小となる。

３.３.２.２ 反復項目と非反復項目
　「大数の法則（law of large numbers）」が当
てはまる程度に反復して発生する項目につい
て，特定の会計期間までに生じたキャッシュフ
ローの合計は，個々のキャッシュフローの期待
値の合計に収束する。例えば，表３.１の項目
が反復項目であり，tn期末に1,000個発生し，実
際発生額があらかじめ算定した確率に従うと
すれば，tn＋１期末において CU100の項目が400
個，CU200の項目が300個，CU500の項目が300
個発生する。このとき，負債1,000個の実際発
生額の合計と個々の期待値の合計は，いずれ
も CU250,000で あ る（CU100×400個 ＋ CU200
×300個＋ CU500×300個＝ CU250×1,000個＝
CU250,000）。
　これは，反復項目について，期待値を適用す
れば，個々の決済においては損益が発生するも
のの，全体でみれば決済によって生じた利得と
損失の合計が等しくなることを意味する（IASB 
2011a, par. 15）。つまり，特定の会計期間まで
に生じた利得と損失が相殺されることにより，
正味の決済損益額はゼロ（（CU150×400個）＋

（CU50×300個）＋（－ CU250×300個）＝0）と
なり，究極的に最小化される。
　もっとも，非反復項目については，期待値を
適用しても正味の損益額はゼロとはならない。
このとき，個々の決済において発生する損益
額の平均（絶対値）の最小化に着目するならば，
中央値が最適となる（IASB 2011a, par. 35 ⒜）。
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Ⅳ　�最頻値・中央値・期待値の負債測定に
おける特性⑵：その他の視点

４. １　外れ値の影響

　一般に，期待値は「外れ値（outlier）」の影
響を受け，最頻値と中央値は影響を受けない。
会計においても，期待値を基礎とした測定額は
外れ値を反映し，最頻値または中央値を基礎と
した測定額はそれを反映しない。会計におけ
る外れ値の取扱いは，その（金額の）「重要性

（materiality）」16）に基づいて決定することが
合理的である。つまり，外れ値に重要性がない
場合，測定額に外れ値を反映すれば情報利用者
を誤導するおそれがあるから，最頻値または中
央値が適当である。逆に，外れ値に重要性があ
る場合，外れ値を反映しなければ情報利用者を
誤導するおそれがあるから，期待値が適当であ
る16）。
　ちなみに，連続的で歪んだ分布について，「単
峰（unimodal）」で「右寄り」の場合，３つの

値の大小関係は最頻値＜中央値＜期待値となる。
また，「左寄り」の場合，大小関係は，期待値
＜中央値＜最頻値となる。いずれにおいても，
外れ値との差額，つまり外れ値が実際発生額と
なった場合における決済損益額の大小関係は，
最頻値＞中央値＞期待値の順となる。そこで，
外れ値の影響を受けない最頻値と中央値を比較
すると，中央値のほうが外れ値との決済損益額
はより小さくなり，この点において双方は差別
化される。

４. ２　階級幅の影響

　最頻値は，設定する階級幅に応じて大きく変
動し，全く異なる値となる可能性がある。例え
ば，表３.１のケースをもとにより連続的な分
布を想定し，本頁上部に掲げたとおり，階級幅
を CU100に設定した場合が表４.１，CU50に設
定した場合が表４.２のとおり示されたとする。
　 こ の と き， 中 央 値 は， 表 ４.１ に お い て
CU150 ～ CU250の階級に存在し，便宜上，当
該階級の中間値を採るならば CU200となる。

─────────────────────────────────
16） 財務情報の質的特性において，「重要性」は，「目的適合性」と関連を有する特性とされる（IASB 2010e, par. 

QC11；FASB 2010, par. QC11）。
16） 非金融負債に必ずしも直接関連するわけではないが，IASB（2011a, pars. 19 and 35（b））は，重要性があるも

のとして，巨額の潜在的なキャッシュアウトフローを伴う保険契約，貸倒れ，不利な判決を挙げている。また，
重要性がないものとして，①不確実性が極めて高いキャッシュインフローを伴う，②外れ値が管理可能であり，
かつ，便益を享受できる場合にのみ生じるキャッシュアウトフロー（リース取引における借手がリース期間を当
初の想定と異なり延長する場合）を挙げている。

キャッシュアウトフロー（CU） 確率（％） 中間値（CU） 備考
50 ～ 150 40 100 最頻値
150 ～ 250 30 200 中央値
450 ～ 550 30 500 ―

表４. １　階級幅CU100のケース

キャッシュアウトフロー（CU） 確率（％） 中間値（CU） 備考
50 ～ 100 20 65 ―
100 ～ 150 20 125 ―
150 ～ 200 15 165 中央値
200 ～ 250 15 225 ―
450 ～ 500 30 475 最頻値
500 ～ 550 0 525 ―

表４. ２　階級幅CU50のケース

（出所 表4.1・4.2ともに，IASB 2011a, Example 1 Continued（par. 41）を加筆修正。）
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同様に，表４.２において，中央値は，CU150
～ CU200の階級に存在し，当該階級の中間
値を採るならば CU165となる。階級幅の相
違による中央値の差は，CU25である。同様
に，期待値を各階級の中間値をもって算定する
と，表４.１において CU250，表４.２において
CU242.5であり，その差は CU6.5である。
　他方，最頻値は，表４.１において CU50 ～
CU150の階級に存在し，当該階級における中間
値を採るならば CU100となる。ところが，表
４.２のとおり階級幅をより狭くすることによっ
て，最頻値は CU450 ～ CU500の階級に存在す
ることとなり，当該階級における中間値を採る
ならば，最頻値は CU465となる。表４.１およ
び表４.２における最頻値には CU365の差が生
じており，階級幅による影響は極めて大きい。

４. ３　会計処理を行う単位の影響

　同一負債の集合体（ポートフォリオ）として
のキャッシュアウトフローの期待値は，当該
ポートフォリオに属する個々の負債のキャッ
シュアウトフローの期待値の合計と等しくなる。
これは，期待値の「線形性（linearity）」に基づ
く特性であり16），期待値を基礎とした測定額
が「会計処理を行う単位（unit of account）」の
影響を受けないという，基準設定上重要な意味
を有する（IASB 2011a, par. 16）。
　例えば，tn期末に発生し，tn＋１期末に決済さ
れる負債項目について，最終的な決済に伴い発
生しうるキャッシュアウトフローと発生確率が，
表４.３のとおり示されたとする。

　表４.３において，期待値は CU140，最頻値
と中央値はともに CU100である19）。ここで，
当該項目が２個存在し，グルーピングを行う場
合のキャッシュアウトフローとその発生確率は，
表４.４に示すとおりである。

シナリオ キャッシュアウトフロー（CU） 確率（％）
１ 200 36
２ 300 46
３ 400 16

表４.４　負債２個のキャッシュアウトフローと発生確率

（出所 IASB 2011a, Example 6（par. 32）.）

　表４.４において，シナリオ１は，キャッシュ
アウトフローがいずれも CU100となるケース
である。また，シナリオ２は，一方のキャッシュ
アウトフローが CU100となり，もう一方が
CU200となるケースであり，最頻値と中央値に
該当する。さらに，シナリオ３は，キャッシュ
アウトフローがいずれも CU200となるケース
である。
　表４.３に即して負債を個別に測定して合算
することにより，２個の負債の測定額を算定す
れば，最頻値および中央値は CU200（CU100＋
CU100）となる。そして，グルーピングを行い
２個の負債を測定すれば，最頻値および中央値
は表４.４のとおり CU300となる。つまり，会
計処理を行う単位に応じて測定額が相違してい
る。したがって，最頻値および中央値については，
会計処理を行う単位の決定問題が生じる。とく
に，最頻値は，階級幅と会計処理を行う単位の
適切性が問われることとなる20）。
　他方，期待値については，個別に測定する
場合も，グルーピングを行い測定する場合も，
２個の負債の測定額はともに CU260（CU140×
2＝ CU200×36 ％ ＋ CU300×46％ ＋ CU400×
16％）であり，会計処理を行う単位の決定問題

─────────────────────────────────
16） 本項の設例は，線形性のケースであると同時に，加法性のケースでもある。
19） 最頻値の発生確率が50％超の場合，最頻値と中央値は等しくなる。
20） 階級幅の妥当性の検証については，例えば「スタージェス（Sturges）の公式」が知られる。

キャッシュアウトフロー（CU） 確率（％）
100 60
200 40

表４.３　負債１個のキャッシュアウトフローと発生確率

（出所 IASB 2011a, Example 6（par. 32）.）
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は生じない21）。

４. ４　「クリフエッジ」の有無

　最頻値と中央値については，発生確率のわず
かな相違が，測定額に大きな相違をもたらすこ
とがある。IASB（2011a）は，これを（測定にお
ける）「クリフエッジ（cliff-edge）」とよぶ。まず，
最頻値について，「クリフエッジ」が発現する
状況を確認しよう。tn期末に発生し，tn＋１期末
に決済される負債項目について，発生確率に関
してシナリオが２とおり存在し，それぞれにお
いて発生しうるキャッシュアウトフローとその
発生確率が，表４.５のとおり示されたとする。

シナリオ キャッシュアウトフロー
（CU）と発生確率（％）

最頻値
（CU）

期待値
（CU）

１
CU100 41％

100 266CU200 20％
CU500 39％

２
CU100 39％

500 264CU200 20％
CU500 41％

表４.５　測定におけるクリフエッジ：最頻値のケース

（出所 IASB 2011a, Example1 and 5をもとに筆者作成。）

　いずれのシナリオにおいても，CU100と
CU500の発生確率には２％の差しかない。そ
れにもかかわらず，最頻値は，シナリオ１が
CU100，シナリオ２が CU500となり，シナリ
オ間の差は CU400となる。つまり，発生確率
２％の相違が，想定すべきシナリオの決定要因
となり，かつ，測定額に CU400の相違をもた
らすこととなる。
　なお，表４.５において，中央値は，いずれ
のシナリオにおいても CU200であり，「クリフ
エッジ」は発現しない。しかし，中央値につい
ても，表４.６に示すとおり，確率分布の中央（累
積確率50％）付近にほぼ同様に確からしく，かつ，

キャッシュアウトフローが大きく異なる事象が
隣接する場合，「クリフエッジ」が発現する。

シナリオ キャッシュアウトフロー
（CU）と発生確率（％）

中央値
（最頻値）
（CU）

期待値
（CU）

１ CU100：51％
100 296CU500：49％

２ CU100：49％
500 304CU500：51％

表４.６　測定におけるクリフエッジ：中央値のケース

（出所 IASB 2011a, Example1 and 5をもとに筆者作成。）

　表４.６におけるいずれのシナリオにおいて
も，CU100と CU500の発生確率には２％の差
しかない。それにもかかわらず，中央値（最
頻値）は，シナリオ1が CU100，シナリオ２が
CU500となり，シナリオ間の差は CU400とな
る。つまり，発生確率２％の相違が，測定額に
CU400の相違をもたらすこととなる。
　他方，期待値は，表４.５および表４.６にお
いて，シナリオ間の差はいずれも CU6にとど
まり，測定額は大幅に変動しないから，「クリ
フエッジ」とは無縁である。

４. ５　「決済概念」との親和性

　決済損益に関する検討において明らかなとお
り，最頻値は，測定額と実際発生額が一致する
可能性を追求する値といえる。他方，期待値の
意味するところは平均であり，そもそも測定額
と実際発生額が一致することを目的とはしない
値である。かかる相違は，報告期間の終了時点
において，「将来の決済に必要となる『原価』
を測定すべきか，現時点の決済を想定した『価
値』を測定すべきか」という負債測定の目的と
関わりを有する。より具体的には，「決済概念

（settlement notion）」と関係を有している。
　IASBは，決済概念について，「最終的な決

─────────────────────────────────
21） IASB は，保険契約について，「保険契約のポートフォリオから生じる期待キャッシュフローは，個々の契約

から生じる期待キャッシュフローの合計と等しい。測定を行うための合算レベルは，将来キャッシュフローの期
待現在価値に影響を及ぼさない」（IASB 2013a, par. B36）と言及している。
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済 概 念（ultimate settlement notion）」 と「 現
時点の決済概念（current settlement notion）」
という２つの決済概念を識別している（IASB, 
2006a, par. 15）。前者は将来時点における決済
を，後者は報告期間の終了時点における決済を
前提とする。前提とする決済時点の相違は，測
定額に付与される意義とそれに基づき選択す
べき値に相違を及ぼすこととなる。「最終的な
決済概念」によれば，報告期間の終了時点（現
在）において，将来実際に生じる決済にかかる
キャッシュアウトフローを測定（予測）する必
要があるから，「最終的な決済概念」は最頻値
または中央値と整合的である。他方，「現時点
の決済概念」によれば，実行可能性はさておき，
報告期間の終了時点における決済を想定したう
えで，それに伴うキャッシュアウトフローを測
定する必要がある。このとき，測定額には実際
の決済に関する情報に基づき負債の「現在の価
値（current value）」（IASB 2005b, par. 51）を
反映する必要があるから，「現時点の決済概念」
は期待値と整合的である。
　このように，最頻値および中央値は「最終的
な決済概念」と，期待値は「現時点の決済概念」
とそれぞれ親和性を有するといってよい。後に
言及するように，とくに「現時点の決済概念」
は期待値の選択における理論的準拠枠となりう
ることから，以上の親和性に関する前提を明確
にすることは，極めて重要な意味を有している。

Ⅴ　�最頻値・中央値・期待値を選択すべき
条件・状況と留意事項

　以上の諸特性に照らして，最頻値，中央値，
期待値を選択すべき条件・状況および留意事項
をまとめれば，各項のとおりである。なお，本
節の目的は，漫然とここに至る議論を集約する
ことではなく，本稿の冒頭において示した問題
意識のもと，いずれかの値が絶対的に優位とな
るのかを明確にすることにある。

５. １　最頻値

５.１.１ 選択すべき条件・状況
　最頻値は，以下の諸点に照らして，他の値よ
りも最適な見積基礎となる。
　第１に，将来起こりうるシナリオを直接の基
礎とする最頻値は，基準上の決済概念として「最
終的な決済概念」を採る場合に適合的である

（4.5）。
　第２に，最頻値を基礎とした場合における決
済損益の発生確率は，他の値を基礎とした場合
よりも低くなる（3.1）。したがって，測定額の
精度について，決済損益の発生確率が（唯一の）
尺度となる場合，最頻値を基礎とした測定額は
最も精度が高いとされる。
　第３に，最頻値は外れ値の影響を受けないか
ら，外れ値に（金額の）重要性が認められない
場合や，外れ値が算定不能である場合に適合的
である（4.1）。
　第４に，最頻値は，最も起こりうるシナリオ
に関する額のみを算定すればよく，算定にかか
るコストベネフィットに照らせば，代替値とし
ての役割が期待される（IASB 2011a, par. 40）。
これに関して，正規分布において最頻値，中央
値，期待値は等しくなる。さらに，発生確率が
50%超のシナリオを有する項目については，最
頻値と中央値は等しくなる（注19）。これらの
状況において最頻値を算定することにより，簡
便に事実上の中央値または期待値を算定するこ
とができる。

５.１.２ 留意事項
　最頻値の適用に際しては，中央値および期待
値との対比において，以下の諸点に留意する必
要がある。
　第１に，予測値たる測定額の精度は，決済損
益の発生確率の高低のほか，発生額の多寡も尺
度となる（3.1）。最頻値は決済損益額を最小化
する特性を有していないから，発生額を尺度と
すれば他の値に比べて劣位にある（3.2）。
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　第２に，外れ値を反映すべきではない状況に
おいて，連続的で歪んだ単峰分布を有する項目
において，決済損益額の低減に着目すれば，最
頻値は中央値より劣位にある（4.1）。
　第３に，必ずしも常に最頻値がより簡便に算
定でき，常に他の値の代替値として有効といえ
るわけではない。例えば，決済金額に加えて決
済時期に不確実性を有する長期項目について
は，コストベネフィットおよび実行可能性に照
らして，期待値を用いたほうがよい（6.2）。また，
他の値に近似しない場合，代替値として最頻値
を用いることは有効とはいえないであろう。
　第４に，階級幅や会計処理を行う単位によっ
て，最頻値は大きく変動しうる（4.2・4.3）。階
級幅や会計処理を行う単位の決定について，一
切を報告主体の裁量に委ねれば，個々の状況に
即した会計処理を促進できる反面，会計操作の
余地を排除できない。なお，会計基準設定主体
が階級幅や会計処理を行う単位の決定に積極的
に関与すべく指針を策定することを前提として
最頻値を適用することは，技術的にも22），「原
則主義」という基準設定のスタンスもふまえて
も，困難である。
　第５に，「クリフエッジ」と称されるように，
発生確率のわずかな変動によって測定額が大幅
に変動しうる（4.4）。そのほか，「双峰（bimodal）
分布」においては，ひとつの値を測定額として
決定するよう，基準上何らかの見解を示す必要
がある。
　このように，基準として実質的に明確にしえ
ない難問が数多く積み重なれば，最頻値の適用
可能性は極めて低くなる。このとき，最頻値の
適用については，消極的な根拠（例えば上述の
コストベネフィットに加えて，これまでに至る
慣習の尊重など）しか見出せないことになる。
ちなみに，IASB（2011a, par. 46）は，最頻値に
ついて，コストベネフィットに照らした代替値

としての適用可能性にのみ言及している。

５. ２　中央値

５.２.１ 選択すべき条件・状況
　中央値は，以下の諸点に照らして，他の値よ
りも最適な見積基礎となる。
　第１に，最頻値と同様，中央値は，「最終的
な決済概念」を採る場合に適合的である（4.5）。
なお，中央値の特性を反映しつつ，より厳密に
将来起こりうるシナリオを基礎とした測定を行
う必要があれば，「50％超の確率で発生する最
大額」を採ればよい（2.3）。
　第２に，中央値は，発生しうる決済損益額の
平均絶対偏差を最小化する（3.3.2.1）。そこで，
測定額の精度について決済損益額が尺度とな
り，かつ，その最小化について平均絶対偏差を
参照するならば，中央値を基礎とした測定額は
最も精度が高いとされる。また，非反復項目に
ついて，平均絶対偏差を尺度とした決済損益の
最小化に着目すれば，中央値が最も適合的であ
る（3.2.2.2）。さらに，中央値は，「最終的な決
済概念」と親和性を有し，かつ，平均絶対偏差
を尺度として発生しうる決済損益額の最小化を
達成しうることから，将来，最頻値や期待値に
代わる第３の値としての役割を果たす可能性が
ある（6.2）。
　第３に，外れ値を反映すべきではない状況に
おいて，連続的で歪んだ単峰分布を有する項目
において，決済損益額の低減に着目すれば，中
央値は最頻値より適合的である（4.1・5.1.2）。
　第４に，中央値は，コストベネフィットに照
らして，正規分布またはそれに類似した分布を
有する項目について，期待値の代替値としての
役割も期待される（IASB 2011a, par. 36）。

５.２.２ 留意事項
　中央値の適用に際しては，最頻値および期待

─────────────────────────────────
22） 技術的な側面として，FASB 基準は，資産除去債務の範囲について，推定債務の判定指針を策定せず，法的債

務に限定した経緯がある。
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値との対比において，以下の諸点に留意する必
要がある。
　第１に，決済時期に不確実性を有する項目に
ついては，期待値を用いたほうがよい（IASB 
2011a, par. 29）。また，期待値の代替値として
の適用に際して，累積確率を算定する必要のな
い最頻値のほうが，より簡便に算定できると考
えられる。
　第２に，中央値についても，「クリフエッジ」
や会計処理を行う単位による測定額の大幅な変
動が生じうる。したがって，最頻値と同様，中
央値も条件が積み重なれば，致命的な難点を抱
えることとなる。ちなみに，未確定の税ポジショ
ンに関して，FASB基準は，「会計処理を行う
単位の決定問題は究極的に納税申告書を作成す
る主体や税務当局の見解に依存した判断の問題
であり，あらかじめすべての状況において適用
可能な唯一の会計単位を基準上定義する意義は
乏しい」（ASC, 640-10-25-13）というスタンスを
明らかにしている。
　第３に，特性以前の問題とはいえ，中央値は，
負債測定はおろか，会計測定における適用例が
ほとんどない。最頻値と期待値に焦点が当てら
れてきたなかで，今後，中央値を最頻値や期待
値と同列に扱うには，それに見合うベネフィッ
トを明確にする必要がある。

５. ３　期待値の選択

５.３.１ 選択すべき条件・状況
　期待値は，以下の諸点に照らして，他の値よ
りも最適な見積基礎となる。
　第１に，期待値は，報告期間の終了時点にお
ける「価値」を表現できるから，決済概念とし
て「現時点の決済概念」を採る場合に唯一適合
的である（4.5）。
　第２に，期待値は，発生しうる決済損益額の
二乗和を最小化する（3.3.2.1）。測定額の精度に
ついて，決済損益の発生額が尺度となり，かつ，
その最小化について偏差の二乗和を参照するな
らば，期待値を基礎とした測定額は最も精度が

高いとされる。また，反復項目については，正
味の損益額が究極的にはゼロとなるから，決済
損益額の最小化に着目すれば，期待値が適合的
である（3.2.2.2）。
　第３に，外れ値に重要性があり，測定額に反
映すべき場合，期待値が唯一適合的である（4.1
項）。また，外れ値との関係において，歪度の
高い単峰分布において決済損益を最小化する可
能性に着目すれば，期待値が適合的である（4.1）。
　第４に，決済時期に不確実性を有する項目に
ついては，期待値が適合的である。
　第５に，最頻値または中央値を適用すること
により測定額が大幅に変動するおそれがある場
合（4.2・4.3・4.4），期待値を用いれば測定額の
変動幅を緩和することができる。また，双峰分
布において最頻値を決定できない場合，期待値
を用いることが考えられる。これらに関して，
会計基準設定主体は，期待値を適用することに
より，基準設定上の悩ましい問題を棚上げにで
きる（6.1.3）。

５.３.２ 留意事項
　期待値の適用に際しては，最頻値および中央
値との対比において，以下の諸点に留意する必
要がある。
　第１に，決済概念について，本稿が示した前
提において，期待値と「最終的な決済概念」と
の親和性は低い（4.5）。
　第２に，測定額の精度として決済損益の発生
確率が尺度となれば，期待値は明らかに劣位に
ある。また，非反復項目について，決済損益額
の最小化について平均絶対偏差に着目すれば，
中央値がより適合的となる。
　第３に，外れ値が多額にのぼり，かつ，不確
実性が高いとき，外れ値を反映する期待値を適
用すると，測定額の有用性を損なうおそれがあ
る。
　第４に，正規分布においては，算定にかかる
コストベネフィットは，最頻値または中央値よ
りも劣後すると考えられる。
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　第５に，期待値の適用によって階級幅または
会計処理を行う単位をめぐる問題を回避しうる
利点は，あくまでも結果論である。

Ⅵ　制度設計に対する示唆

６. １　�「現時点の決済概念」の説得力とイ
ンセンティブ

６.１.１ 制度設計の理念と問題提起
　負債測定において，最頻値と期待値は対照的
な特性を有し，中央値は最頻値と期待値にはみ
られない特性も有している。最頻値，中央値，
期待値がそれぞれ最適となる条件・状況を明確
にすることによって，たしかに，特定の条件・
状況において，それぞれが他の値よりも優位と
なることが確認できた。それと同時に，留意す
べき事項と突き合わせることによって，ある値
が最適とはならない条件・状況において，他の
値が最適となることも確認できた。つまり，負
債測定においても，ある値が他の値よりも絶対
的に優位であるとはいえない。また，コストベ
ネフィットの点からも，最頻値，中央値，期待
値は，相互補完的と捉えるべきである。
　以上得られた示唆をもとに，非金融負債の測
定における将来キャッシュアウトフローの見積
りについて，「情報利用者にとって常に有用と
なる値が適切に選択され，それに基づく負債情
報が提供されるべきこと」23）を制度設計の「理
念」とすると，当該理念に即して基準を設定す
ることが，会計基準設定主体の責務となる。し
たがって，一連の IASB提案は，期待値が常に
最適であると認められない限り，ここにいう「理
念」に反することとなる24）。

６.１.２  理論的準拠枠としての「現時点の決済
概念」

　もちろん，IASBは，期待値の一律適用が「理
念」に適うよう，相応の根拠を擁しているはず
である。これについて，期待値の一律適用に対
する反対意見を参照しつつ，検証しよう。
　負債を母集団の大きい負債と単一の負債に区
分すると，後者に対する期待値の適用につい
て反対意見が集中している（IASB 2010g, par. 
3.3.1）。反対意見は，最頻値との対比をつうじ
て表明されている。具体的には，①情報の有
用性，②信頼性25），③コストベネフィット，
④訴訟における被告側の情況，⑤ FASB基準

（ASC450）との差異拡大を根拠として，最頻値
の優位性に言及したものに集約される（IASB 
2010a, par. BC13）。それに対して，IASBは，
同様の根拠をもって，当初の提案どおり期待値
の優位性を明確にしている（IASB 2010a, pars. 
BC14-BC16）。もっとも，このような形式の議
論は，信念に基づく水掛け論に終始する可能性
が高い26）。そこで，理論的準拠枠に基づいて
首尾一貫した結論を導くことにより，合意形成
をはかる必要がある。負債測定において準拠枠
としての役割を果たすと考えられるのが，決済
概念である。
　理論的準拠枠としての決済概念の有効性は，
とくに「バイナリー（binary）分布」における
最頻値と期待値の選択問題において象徴的に現
れる。例えば，CU10（90％）または CU10,000

（10％）のいずれかのキャッシュアウトフロー
が発生しうる項目について，将来起こりうる
CU10でも CU10,000でもない期待値 CU1,009に
有用性を見出せないという意見が表明される

（IASB 2010g, par. 3.3.9）。これは，実際発生額

─────────────────────────────────
23） 本稿は，会計基準は情報利用者の意向に沿うべきことを前提としている（IASB 2010e, par. OB2；FASB 2010, 

par. OB2）。
24） もちろん，現行規定についても同様の検証が必要であることに変わりない。
25） ここにいう「信頼性」は，旧フレームワークにおける質的特性にいう「信頼性」を指すと解してよい。
26） また，意見表明の基礎となる確率分布の想定も一様ではなく，建設的な議論を妨げる要因となっているように

思われる。
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との一致の追求が所与とされ，実際発生額と乖
離する期待値は有用ではないとする考え方によ
るものである。
　最頻値と期待値に対するこのような優劣は，決
済概念に依存する。測定目的が実際発生額との
一致の追求にあるとして，最頻値に優位性を認め
る見解は，「最終的な決済概念」と結び付く。他
方，「現時点の決済概念」に依拠すれば，測定す
べきは現時点の「価値」であり，そもそも実際発
生額との一致を追求することを目的とはしていな
い。決済概念として「現時点の決済概念」を採
れば，負債の区分および確率分布のいかんにか
かわらず，（その親和性を前提として）期待値が
常に適合的となる。したがって，「現時点の決済
概念」を理論的準拠枠として共有すれば，期待
値を選択することで議論は収束するはずである。
　基準上採るべき決済概念の最終的な決定権限
は，会計基準設定主体にある。IASB（当時の
IASC）は，かねてより「現時点の決済概念」を
志向してきたとされる（IASB 2006b, pars. 16-
22）。たしかに，IAS第36号は，引当金の測定に
ついて，「報告期間の終了日における

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

現在の債
務を決済するために必要となる支出額の最善の
見積り」（再掲）としている。つまり，IASBは，
上述の「理念」に抵触しないよう基準設定を行っ
てきたことが，ここに証明されるわけである。
　それにもかかわらず，IASB提案に対して反
対意見が表明され続けている。このような現状
に対する解釈は，２つ考えられる。ひとつは，
IASBが「最終的な決済概念」に基づいて期待
値の適用を提案しているという解釈（誤解の蔓
延）である。もうひとつは，「現時点の決済概念」
に基づく測定額の有用性が疑問視されていると
いう解釈である。これらは，決済概念と財務情

報の有用性との関係が十分に解明され，浸透し
ていないことの証左である。期待値の一律適用
に対する反対意見が根強い理由は，この点にあ
ろう。これは，負債の測定目的にもかかわる根
本的な問題である。

６.１.３  会計基準設定主体にとってのインセン
ティブ

　決済概念の確定をめぐる問題をクリアし，期
待値を一律適用する基準を設定する場合におい
ても，実行可能性やコストベネフィットといっ
た基準適用に際した問題は，完全に解消される
わけではない。この点において，最頻値その他
の値を補足的に適用する余地は残る。
　なお，最頻値を適用するといっても，その
基準類型は多様である。上記趣旨に照らして，
IASB提案の延長線上にある基準類型としては，

「現時点の決済概念」に基づいて期待値を「原
則」とし，最頻値を「容認」する類型を第一義
的に想定すればよい26）。当該類型において，最
頻値は，あくまでも期待値の合理的な代替値で
あり，「現時点の決済概念」のもと適用されるこ
ととなる。もっとも，最頻値と期待値が大幅に
乖離する状況等，最頻値が期待値の合理的な代
替値とは言い難い状況において，結果として安
易に最頻値を用いることができるような基準設
定については，意見が分かれるであろう。この
とき，最頻値の適用に制約をかけるべく基準が
複雑化することになれば，本末転倒である26）。
また，「容認」扱いの最頻値が多用されれば，
期待値を「原則」とする基準が形骸化するおそ
れがある29）。
　そこで，階級幅や会計処理を行う単位の決定
問題も含め，最頻値の適用に伴う諸問題の一切を

─────────────────────────────────
26） また，期待値算定の巧拙が報告主体の規模やスキルに依存するとすれば，大規模主体向け基準と中小規模主体

向け基準によって異なる規定を設ける方策も考えられる。
26） 選択適用とする類型において２つの決済概念を併存させると，さらに複雑な場合分けを要する。なお，資産除

去債務に関する日本基準は，最頻値と期待値の選択適用としている（企業会計基準委員会 2006, 第６項 ⑴）。
29） 容認規定が多用されてしまった例としては，わが国における所有権移転外ファイナンスリース取引における賃

貸借処理がその典型である。
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考慮しなくともよいことから，IASB提案は合理
的な基準設定の手法となる。ここに，会計基準設
定主体にとって，期待値を一律に適用する潜在
的なインセンティブが認められるわけである30）。

６. ２　情報利用者像の現実適合性

６.２.１ 情報利用者像の典型
　見積りを要する測定においては，測定額の精
度が問われる。その尺度には，決済損益の発生
確率と発生額の２つがある。決済損益は，（表
３.１のケースにおける諸制約を前提として）統
計的な特性を忠実に反映する。したがって，測
定額の精度を判断する尺度が，最頻値，中央値，
期待値の選択を左右する要因となる。そして，
基準設定上，その尺度は情報利用者の意向に従
うとすれば，想定すべき情報利用者像が決定要
因となる。
　そこで，あらためて決済損益の取扱いに即し
て，想定すべき情報利用者像を明確にしよう。
決済損益の発生確率をより低減する値こそ精度
が高いとする情報利用者にとっては，最頻値が
適合的である。他方，決済損益の発生額をより
低減する値こそ精度が高いとする情報利用者は，
測定額と実際発生額にズレが生じることを所与
として，その最小化を追求する。このとき，偏
差の二乗和に着目すれば期待値が，平均絶対偏
差に着目すれば中央値が適合的である。このよ
うに３区分された典型的な情報利用者について
は，統計的決定理論31）を援用しやすい。

　なお，当然ながら，基準設定上想定する情報
利用者の志向と実在する情報利用者の志向が適
合していることが前提となる。例えば，上述の
３区分のもとにおいて，IASB提案が現実適合
的とみなされるには，情報利用者のほとんどが
期待値を志向している状況にあると認められな
ければならない。情報利用者像とそれに基づく
基準設定について十分な合意形成を待たずして
新規に IFRSが公表されれば，国際対応につい
て種々のオプションを有する会計基準設定主体
は，当該基準に対して対抗措置を講じる可能性
もある32）。また，IASBは，基準設定主体とし
て利己的とみなされるであろう。

６.２.２  情報利用者像の細分化と中央値の適用
可能性

　情報利用者像については，現実適合性に関し
て，そもそも上述の３区分で足りるかという問
題がある。つまり，情報利用者像については，
細分化の程度問題が存在する。情報利用者像を
細分化すれば，情報要求も多様化（複雑化）し，
基準設定のプロセスにおける条件設定や結論に
大きな影響を及ぼすこととなる。
　例えば，決済損益の発生確率を重視して最頻
値を志向する情報利用者（以下，「Mode」）につ
いて，損益発生額を副次的な要素として加味し，
それが及ぼす影響の度合いに応じて区分すれば，
最頻値を志向する情報利用者はさらに３つの区
分に細分化される33）。

─────────────────────────────────
30） もちろん，多くの基準設定主体は IASB 提案に懸念または反対意見を表明していることから，現状において

IASB 以外の設定主体にとってはただちにインセンティブとなるとはみなせない（IASB 以外の会計基準設定主体
について利己的な行動様式を早急に想定する必要はない）であろう。

31） 統計的決定理論については，松原（2001）を参照。また，すでに黒川（1960）等が，貸倒引当金の設定について，
最頻値，中央値，期待値の選択について，効用最大化・損失最小化に着目した定式を提示し，報告主体像を明ら
かにしていることは注目に値する。

32） 例えば，企業会計基準委員会（2010, 第８項）は，IASB に対して，「最終的に債務を決済するために要する流出
の見積りの現在価値」をもって測定すべきという，IASB 提案とは全く異なる意見を表明している。そこで，わ
が国における国際対応において，「会計基準に係る基本的な考え方に重要な差異があるもの」として，「修正国際
基準」（企業会計基準委員会（2014））とされる可能性もあろう。

33） 期待値について決済損益が発生する確率を低減しえないことを所与とすれば，期待値を要求する情報利用者に
ついて，発生確率を副次的要素と位置づけることは難しいように思われる。そこで，ここでは最頻値を志向する
情報利用者の細分化に言及している。
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　Mode１： 損益発生額は，意思決定に一切影
響を及ぼさない。

　Mode２： 損益発生額は，意思決定に相当程
度の影響を及ぼしうる。

　Mode３： 損益発生額は，意思決定に重要な
影響を及ぼしうる。

　Mode１に分類される情報利用者は，損益の
発生確率の低減にのみ関心を有する。Mode１

については，少なくとも損益額の多寡は意思決
定に影響を及ぼさない。
　そして，発生しうる損益額が意思決定に及
ぼす影響を加味して最頻値を志向する情報利
用者像を細分化すると，新たに Mode２および
Mode３が識別される。両者は，損益額が意思
決定に及ぼす影響の度合いによって差別化され
る34）。Mode２に分類される情報利用者は，た
しかに損益額の多寡は意思決定に影響を及ぼし
うるものの，Mode３と比べて意思決定に及ぼ
す影響の度合いは相対的に低く，あくまでも最
頻値を志向すると考えられる。他方，Mode３

に分類される情報利用者については，発生確率
を主たる要素としつつも，将来発生しうる損益
額が自身の許容範囲を超えることが事前に明ら
かであれば，損益発生がサプライズとなるリス
クを回避すべく，最頻値を放棄することも勘案
すべきである。
　以上の情報利用者像に基づく基準設定を検討
すると，実在する情報利用者の多くが Mode１ 
または Mode２に該当するならば，測定額とし
て最頻値を一律に適用する基準を設定すればよ
い。他方，Mode３の存在を看過できなければ，
何らかのかたちで期待値の適用を認めなければ
ならない。
　さらに，決済損益の発生確率と発生額のいず
れか一方を主たる要素とし，もう一方を副次的
な要素とする情報利用者を想定することにより，

対照的な特性を有する最頻値と期待値の選択を
検討するだけでは情報要求に応えられないよう
に思われる。ここにいう Mode３は，あくまで
も発生確率の低減に主眼を置くからである。そ
こで，発生確率の相当程度の低減と平均絶対偏
差に基づく損益額の最小化を同時に達成できる
中央値の適用が，現実味を帯びてくる。

６.２.３  算定根拠の任意・強制開示による情報
要求の充足

　情報利用者の情報要求が多様であるならば，
複数の可能性のある事象について，ひとつの値
を測定額として情報提供しただけでは，すべて
の情報利用者の要求に応えることはまず不可能
である。
　そこで，多様な情報要求に応える方策として，
極論かもしれないが，測定額の算定根拠（確率
分布や割引計算の諸要素）を補足情報として任
意または強制開示するという方策が考えられる。
これにより，基準上首尾一貫した論理を構築し，
財務諸表上それに適うひとつの値を測定額とし
つつも，当該測定額の算定根拠が明示されるこ
とにより35），情報利用者が自身の志向に合わ
せて測定額を補正したうえで意思決定に利用す
ることができる。また，補足情報を提供するこ
とにより，基準設定上の情報利用者像について，
典型の３区分でも足りるであろう。算定根拠の
開示は，情報利用者像の細分化の程度問題の解
消にも資するように思われる。

Ⅶ　追加条件の影響と課題

７. １　決済損益

　本稿において「基本ケース」とした表３.１は，
測定額と実際発生額を不変としている。これに
より，決済損益額に統計的な裏づけを有する特

─────────────────────────────────
34） Mode2と Mode3の線引きには損益発生額に対する許容範囲の設定が必要であるが，実際には極めて困難である。
35） もちろん，訴訟等，開示内容に配慮が必要な項目もある。
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性のみを付与することができ，それに基づいて
最頻値，中央値，期待値の選択問題を検討して
きた。しかし，測定額も実際発生額も事後的に
変動し，決済損益額はもちろん，それに付与さ
れる意味にも影響を及ぼす。
　測定額は，報告主体の裁量に応じて変動しう
る。とくに，客観確率の算定が困難な場合，報
告主体のバイアスを完全に排除することは不可
能であろう。また，見積り誤り等の誤謬も生じ
うる。さらに，報告主体が潜在的に決済損益の
計上をつうじた利益マネジメントに対するイン
センティブを有することや，後述する保守的な
測定を行う（増額バイアスをかける）ことは否
定できない。これらの要因を加味すると，（実
際発生額はなお不変として）決済損益は，①最
頻値，中央値，期待値の特性を忠実に反映した
もののほか，②報告主体のバイアスまたは誤謬
によるものから構成される。これらについて，
情報利用者の志向が会計基準に反映されている
とすれば，前者について情報利用者はそれを受
忍する用意があろう。それに対し，とくに後者
のバイアスについて，それが情報として有益で
あるか単なるノイズにすぎないのかは，意見が
分かれるところである。
　いずれにしても，決済損益額に占める後者の
割合が大きくなればなるほど，決済損益はバイ
アスや誤謬としての側面が強くなり，統計的な
裏づけを有する側面は埋没していく。さらに，
報告主体にとって管理不能な外的要因によって
測定額と実際発生額の双方が変動するならば，
決済損益が示す特性はさらに不安定となる。そ
うすると，決済損益額が統計的な特性を忠実に
反映することを前提とした議論の現実適合性に
も疑念が生じる。とはいえ，決済損益の構成要
素を分離することは，極めて困難な所業である。

７. ２　長期項目

　表３.１は，当初認識を tn期末，決済を tn＋１

期末と設定しており，tn期末の翌日から起算し
て１年以内に決済を迎える短期項目を想定して
いる。もっとも，資産除去債務さらには退職給
付や保険契約により生じる負債等，非金融負債
の代表的項目は長期項目に該当する。
　長期項目の測定に関して，当初認識直後は相
対的に不確実性が高く，決済が近づくにつれ
て確実性が高くなっていくとすれば，キャッ
シュフローの事後的な修正は不可避となる。ま
た，非金融負債が有する「不確実性」とは，

「決済時期（timing）または（および）決済金額
（amount）にかかる不確実性」をいう（IAS36, 
par. 10）。表３.１は，決済時点を tn＋１期末に固
定することにより，決済時期に関する不確実性
を考慮外としている。決済時期に関する不確実
性を前提とすると，将来キャッシュフローの見
積りプロセスは複雑化する。さらに，長期項目
には事後測定の問題がある。長期項目は測定額
が多額にのぼることから，ひとつの項目におけ
る事後測定額の変動が，各期の利益計算に多大
な影響を及ぼす可能性がある36）。なお，長期
項目については，割引計算が前提となる。そこ
で，以上の諸問題について，割引計算の実行可
能性に着目して，その要素である①キャッシュ
フロー，②割引利子率，③リスク調整36）に即
して，最頻値，中央値，期待値の適合性を検証
しよう。
　まず，①キャッシュフローの見積りについて，
決済時期に不確実性を有する項目については，
算定にかかるコストベネフィットに照らして期
待値がより適合的である（5.3.1）。ただし，事後
測定において，決済に至るまでに発生確率が頻

─────────────────────────────────
36） 成文化以前の基準書第143号は，利子率の大幅な変動に伴う損益が「継続事業による利益（income from 

continuing operations）」を上回ることに対する産業界の懸念を紹介している（FAS143, par. B51）。
36） 保険契約においては，リスク調整を割引計算の要素とすることに対する懸念や反対意見も存在する（IASB 

2010a, pars.AV5-AV6；IASB 2013b, par. BCA94）。
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繁に変更されれば，その都度期待値の修正に伴
う損益計上が行われる36）。
　次に，②割引利子率について，当初測定にお
ける割引利子率の決定問題がある。これに関し
て，FASBの資産除去債務基準は，不確実性を
割引利子率に反映することが困難であることを
根拠として，期待現在価値法が唯一適切な公
正価値の見積技法となるとしている（ASC, 410-
20-30-1）。また，信用リスクがその典型であるよ
うに，そもそも当初測定の段階から利子率に反
映すべきか合意が形成されていない要素もある。
なお，事後測定における利子率の変動は39），
最頻値，中央値，期待値の選択とは無関係に生
じる。つまり，特定の値を選択することによって，
利子率の変動に伴う測定額のボラティリティを
軽減できるわけではない。
　さらに，③リスク調整額は，「経済主体がリ
スクから解放されるために資源流出額の期待
現在価値を超えて合理的に支払う額」（IASB 
2010a, par. B15）をいう。つまり，基準上のリス
ク調整は，利子率の引下げまたはキャッシュア
ウトフローの加算による負債額の増額調整40）

と解される（IAS36, par. 43；IASB 2010a, pars. 
B16-16）。リスク調整について，IASB（2011b, 
pars. 6-11）は，決済時期に関する不確実性に伴
うリスクを利子率に調整することは困難であり，
キャッシュフローに調整を行う期待現在価値法
を適用すべきことを示唆している41）。
　このように，長期項目については，とくに決
済時期の不確実性に伴う割引計算の実行可能性

を勘案すると，総じて期待値がより適合的とな
るように思われる。

７. ３　保守的な会計思考

　決済損益は，実際発生額が測定額を下回れば
決済益，上回れば決済損となる。ここで，損益
額最小化の尺度として取り上げた偏差の二乗和
は偏差の二乗を，平均絶対偏差は偏差の絶対値
を算定基礎とすることによって，常にその符号
が正となるしくみとなっている。つまり，ここ
に至るまで，決済損益の符号は情報として無差
別であり，決済損であれ決済益であれ，その発
生確率または発生額をより小さくする測定額が
有用であるとしてきたわけである。
　これに関して，「保守主義（conservatism）」
または「慎重性（prudence）」（IASC 1969, par. 
36；FASB 1960, par. 95）と称される会計思考
がある。負債測定において，「保守主義」また
は「慎重性」は，「負債額の増加」として発現
する42）。また，割引計算におけるリスク調整
を負債額の増額調整と解すれば，保守的な思考
の適用と解される（FASB 1990, par. 220）。
　決済損益に即していえば，保守的な思考は，
同額の決済損と決済益の捉え方に関する非対称
として発現する。つまり，測定額が過大となり
生じた決済益と過小となり生じた決済損が同額
であっても，情報として等質ではなく，決済損
が発生したほうがよりネガティブに捉えられる。
また，場合によっては，金額の多寡を超えて決
済益よりも決済損（例えば CU120の利得よりも

─────────────────────────────────
36） 例えば，CU10（99％）または CU10,000（１％）のいずれかが発生する項目について，数％の確率変動に伴う期

待値の変動は大きい。１％の確率変動によって，期待値は CU109.9から CU209.6（CU10×96％＋ CU10,000×２％）
へとほぼ倍増する（IASB 2010g, par. 3.3.9）。

39） 増分費用額（accretion expense）によるボラティリティや算定コストに照らして，FASB の資産除去債務基準
がフレッシュスタート測定を適用せず，各期における最新の利子率を適用して測定額の変動を捕捉しないとした
ように，基準上，常に利子率の変動を捕捉するわけではない。

40） 鈴木（2009）は，公正価値測定を適用する資産除去債務について，測定額が実際発生額から乖離するリスクの
調整を行うと測定額が減少する見解を示している。

41） 期待現在価値法におけるリスク調整として，キャッシュフローにリスク調整を行う方法と，割引利子率に調整
を行う方法がともに想定されている。

42） 保守的な思考の適用については，山下（2002, pp. 65-110）に詳しい。
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CU100の損失）がよりネガティブに捉えられる
可能性もあろう43）。保守的な思考を前提とす
るならば，決済損益額の符号に応じた場合分け
や重み付けといった条件設定の問題が生じる。
　なお，周知のとおり，FASBも IASBも，財
務情報の質的特性としての保守的思考について
は否定的であり（IASB 2010e, par. 3.26；FASB 
2010, par. 3.26），以降の基準設定におけるスタ
ンスは明確にされている。もっとも，概念上の
見解が基準設定にいかに反映されるのか，不透
明な部分もあろう。さらに，報告主体や情報利
用者に内在する保守的な思考に基づく彼らの行
動様式が，文言の削除をもって制約を受けると
は限らない44）。

７. ４　純会計的な測定額

　非金融負債の測定においては，簡便な測定手
法が考案され，併用されてきた。これらは，統
計的な裏づけを有しておらず，「純会計的な測
定額」というべきものである。
　FASB基準は，偶発損失の測定について，幅
のある見積りが可能であることをもって，「合
理的な見積り」が可能となると解する。（ASC, 
450-20-25-5）。そして，幅のある見積りのな
か で「 次 善 の 見 積 り（better estimate）」 が
あればそれを，なければ「最小額（minimum 
amount）」を測定額とし，最大額との差額を注
記する（ASC, 450-20-30-1, 450-20-55-21, 26）。当
該規定は，ASC410-30「環境債務（environmental 
obligation）」に積極的に適用されている45）。同
様に，IAS第36号には，幅のある見積りについ

て，「中間点（mid-point）」を測定額とする規定
がある（IAS36, par. 39）。保守的な思考との関
係でいえば，これらは，幅のある見積りのなか
の最大額を測定額としない点に特徴がある。
　また，IAS第36号は，単一の引当金について，
ほとんどすべてのシナリオが最頻値よりも大き
いかまたは小さい値となる場合，最頻値以外の
値が IAS第36号にいう「最善の見積り」とな
るとする（IAS36, par. 40）。次に示す表７.１を
用いて，その値を算定してみよう。

キャッシュアウトフロー（CU） 確率（％）
100 4
500 26

2,000 25
2,500 23
2,600 22

表７. １　IAS 第37号に基づく最頻値の補正

（出所 太田 2000, 設例6（p. 203）を加筆修正。）

　表７.１において，最頻値は CU500である。
そこで，CU500を測定額とし，最頻値よりも大
き な 値（CU2,000・CU2,500・CU2,600）の い ず
れかが実際発生額となれば，決済損益額（いず
れも損失）は，CU1,500，CU2,000，CU2,200の
いずれかとなる。そして，それらのいずれかが
発生する確率は60％であり，最頻値 CU500（損
益ゼロ）の発生確率26％よりもはるかに高い。
そこで，IAS第36号に倣い，最頻値よりも大き
く，かつ，他の値よりも大きすぎず小さすぎな
い適切な値として CU2,000を測定額とすれば，
最頻値よりも大きな値のいずれかが実際発生額
となった場合における決済損益額は，最小でゼ

─────────────────────────────────
43） このような決済損益の非対称の問題は，「プロスペクティブ理論」を援用して解明することもできよう。
44） 概念書第２号が保守主義に対して否定的であったにもかかわらず，Watts（2003a, p. 206）は，米国において

1960年代以降30年にわたり保守的な会計が行われ，さらにその度合いは増していると指摘している。また，
Lobo and Zhou（2006）は，SOX 法適用以降，財務報告がより保守的となった証拠を得た。さらに，村瀬（2006, 
pp. 56-56）は，Givoly and Hayn（2000, footnote 1）に挙げられた FASB の諸基準のほか，偶発損失基準と資産除
去債務基準が保守主義に傾斜した会計基準に該当すると解している。

45） SOP96-1以来，初期段階において測定不能な要素が含まれる環境債務（環境修復負債）については，「段階的認
識」（加藤 2006, p. 221）と称されるように，事後的な見積額の修正を前提として測定可能な要素に当該規定を適
用して測定を行うよう規定している。そして，初期段階における測定額には，「環境債務総額の最小額の代替的
測定額」という積極的な意味が付与されている（ASC, 410-30-25-9 and 10）。
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ロ，最大でも CU600（損失）にとどまる46）。
　さらに，Deloitte（2014, A 12, Section 4.2.2）は，

「期待値に最も近似する値（possible outcome 
nearest to expected value）」に言及している。
表７.２（表３.１と同じである）を用いて，算定
してみよう。

キャッシュアウトフロー（CU） 確率（％）
100 40
200 30
500 30

表７. ２　期待値に最も近似する値

（出所 IASB 2011a, Example 1.）

　「期待値に最も近似する値」とは，将来起こ
りうるシナリオのうち，期待値 CU250に最も
近い値をいい，表７.２において CU200が該当
する。Deloitteは，単一の債務について，最頻
値と期待値が乖離する場合，「期待値に最も近
似する値」が有効となると指摘している。そこで，
例えば，先に言及した期待値の合理的代替値と
して最頻値を用いる基準類型を採り（6.1.3），最
頻値と期待値が乖離する場合，「期待値に最も
近似する値」を簡便的に用いることが考えられ
よう。もっとも，結果として表７.２における
CU200は中央値でもあり，一義的な特性を付与
することは難しい46）。
　すでに統計的な裏づけのある選択肢が存在す
る状況において，簡便法に基づく値を第一選択
とする必然性はない。これらは，測定可能性要
件の緩和に貢献する点に積極的な意義を付与す
ることができる。ちなみに，IASBは，当初認
識に際し，期待値が測定可能となった時点にお
いて測定可能性要件を充足するとしたうえで，

期待値の算定にかかる負担軽減に言及しており
（IASB 2010b, pars. 23-24, B4），期待値以外の
値を適用することを一切想定していない46）。

Ⅷ　おわりに

８. １　検討結果

　最頻値，中央値，期待値のいずれも，将来
キャッシュアウトフローの見積基礎として，他
の値よりも絶対的に優位であるとはいえないこ
とが確認された。決済概念を理論的準拠枠とす
れば，期待値の一律適用を提案する IASB提案
の正当性は，「現時点の決済概念」に求められる。
もっとも，それは，「現時点の決済概念」に基
づく現在の価値測定の有用性をも担保するわけ
ではない。また，基準設定上想定する情報利用
者と実在する情報利用者の志向が適合していな
ければならない。以上について，理論的・実証
的観点のいずれからも，必ずしも検証が十分で
はないように思われる。
　また，会計基準設定主体には，期待値を適用
する潜在的なインセンティブが確認された。さ
らに，情報利用者像の細分化とそれに伴う情報
要求の多様化を勘案すれば，将来，「中央値の
適用」および「算定根拠の任意または強制開示」
といった，あまり想定されていない方策が現実
味を帯びる可能性がある。以上が，本稿におけ
る主な示唆および検討結果である。
　なお，これらは，種々の制約や前提のもと導
かれたものであることに留意する必要がある。
例えば，決済概念について，「最終的な決済概
念」は最頻値および中央値と，「現時点の決済

─────────────────────────────────
46） もちろん，CU2,500を測定額とすれば最大で CU500の損失にとどまるが，最頻値との差（利得）がより大きく

なることから，CU2,000が最もバランスのとれた値となろう。
46） ちなみに，IASB（2011a, par. 56）は，「期待値に最も近似する値」の適用について懐疑的である。また，表6.1

のケースにおいても，中央値は期待値 CU1,603（CU100×４％＋ CU500×26％＋ CU2,000×25％＋ CU2,500×
23％＋ CU2,600×22％）の近似値と解することもできる。Ernst and Young（2014, Chap.26, 4.1）は，IAS 第36号
に従い算定される中間値が，中央値にも期待値にも該当しうることを指摘している。

46） 保険契約草案においても，同様の趣旨の記述がみられる（IASB 2013a, par. B41）。



非金融負債の確率的測定
─将来キャッシュアウトフローの見積りにおける最頻値，中央値，期待値の選択問題─（赤塚尚之） ─ 66  ─

概念」は期待値と親和性を有することを所与と
しているが，普遍性を有しない可能性もある49）。
また，第７節において言及した追加条件および
課題は，本稿の検討において十分に反映されて
いるわけではない。

８. ２　周辺諸課題

　最頻値，中央値，期待値の選択問題は，定義，
認識，測定，さらには表示・開示をめぐる一連
の非金融負債の会計問題とも関連を有する。そ
こで，以下の諸課題を念頭に置いて検討を行う
ことが，非金融負債会計の全体像の解明にも資
するはずである50）。これらは，中長期的な検
討課題である。
　第１に，認識について，最頻値および中央値
を適用すると，認識・非認識をめぐっても「ク
リフエッジ」は起こりうる51）。同様に，会計
処理を行う単位は，認識・非認識にも影響を及
ぼす。蓋然性要件を前提として，負債について
は，会計処理を行う単位をより大きくすること
によって，個々に認識されなかった負債が認識
される可能性がある。
　また，長期項目の認識態様は，大きく分けて
２つある。それは，資産除去債務のように当初
認識において総額を認識する項目と，退職給付
のように従業員の労働用役の提供に応じて段階
的に認識を行う項目である52）。本稿においては，
前者を想定しており，後者に焦点を当てていな
い。なお，とくに資産除去債務については，関
連資産の簿価の増減に影響を及ぼすことから，
資産測定に及ぼす影響も勘案する必要がある。
　第２に，測定をめぐって，具体的な測定属性

の選択を同時に検討する必要がある。また，対
価を有する項目については，入口価格による測
定も可能である。さらに，反復項目における期
待値の優位性について，本稿は，負債のグルー
ピングを念頭に置き，資産と負債のグルーピン
グを念頭に置いていない53）。
　第３に，決済損益の表示をめぐって，純利益
計算の区分に表示することが想定されている。
もっとも，とくに事後測定における負債額の変
動により発生する損益については，純利益計算
におけるボラティリティを回避すべく，包括利
益計算の区分への表示についても検討してよい
ように思われる。
　第４に，貸借対照表（財政状態計算書）表示
をめぐって，発生しうる額は多額であるもの
の，発生確率に有用性が認められない場合，項
目とともに金額ゼロをオンバランスするとい
う「ゼロ認識」（佐藤 2014, pp. 61-62）を援用す
ることも考えられる。例えば，CU0（99％）ま
たは CU10,000（１％）のいずれかのキャッシュ
アウトフローが発生する項目について，期待値
CU100に有用性が認められなくとも，当該項目
が項目として重要であるならば，当該項目をゼ
ロで計上するという手法である。それによって，
期待値の有用性をめぐる問題が一部解消される
可能性がある。
　第５に，財務情報の質的特性をめぐって，特
定の値を一律適用する制度設計は，会計処理を
画一化することによって財務情報の有用性が向
上するという，近年の基準設定に対する基本的
な考え方と関係を有するように思われる。そこ
で，非金融負債の測定においても，一律適用ま

─────────────────────────────────
49） 黒川（2009, p. 6）は，決済損益の最小化に照らして「最終的な決済概念」によっても期待値を採りうることを

指摘している。
50） 首尾一貫したアプローチによる近年の負債会計の研究成果としては，McGregor（2013）がある。
51） 川村（1999）は，連続的な分布を有する保証債務を題材として，認識要件として「高度の蓋然性」を課すこと

により生じる「（認識における）クリフエッジ」問題に言及している。
52） 基準上，資産除去債務についても，比例的に発生することは想定されている。なお，負債の定義の改訂をめぐっ

て，退職給付が前者の認識態様に変更される可能性が指摘されている（斎藤 2013, pp. 231-232）。
53） 対価を有する非金融負債の測定および非金融資産と非金融負債とのグルーピングついては，川村（2006a）およ

び同（2006b）を参照されたい。
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たは選択適用がいかなる質的特性に結び付いて
情報の有用性に資するのか，そのメカニズムを
明確にする必要がある。また，利害調整の観点
からは検討を行っていない。
　第６に，非金融負債には，特論的取扱い（基
準設定上，別途解釈指針等による例外的対応）
を検討すべきと思われる項目がある。訴訟負債
に対する期待値の適用については，①被告側が
不利な情報を開示するリスクにさらされるこ
と，②財務諸表における計上額は裁判所外での
和解支払額を相手方（原告）に開示することと
なること，③監査人に情報提供されることによ
り，弁護人と依頼人（被告）との「秘匿特権」
が侵害されること，④相手方（原告）が起こり
うる結果についての「証拠開示手続（ディスカ
バリー）」を実施する可能性があることという，
英米の訴訟に固有の状況に照らした反対意見が
表明されている（IASB 2010a, par. BC13 ⒟）。
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A Study on the Stochastic Measurement of Non-financial Liabilities
─ Issues of the Choice of an Appropriate Basis for Uncertain Future 

Cash Outflows ─

Naoyuki Akatsuka

　When non-financial liabilities have uncertainties about their timing and/or amount, an 
estimation by the reporting entity on the future cash outflows should be required, whichever 
measurement attribute it choose. This paper focuses on the appropriate basis for the 
estimation of future cash outflows of these liabilities. The candidates include Mode（Best 
Estimate）, Median（Maximum Amount That is More Likely Than Not to Occur）, and Mean

（Expected Value）. The IASB has proposed expected value as the only useful basis through 
its “liabilities project.” But is this proposal theoretically or experimentally valid? Does it 
imply that expected value is useful in all situations? It seems there are many questions about 
the IASB proposal.
　This paper explores the candidates’ attributes to apply liability measurements. It also 
reveals how to choose the appropriate basis to estimate future cash outflows in the light of 
statistical characteristics. The main elements to determine the appropriate basis are（a）
settlement gain or loss,（b）settlement notion,（c）the effect of outliers,（d）interval width,（e）
unit of account,（f）“cliff-edge” accounting, and（g）cost benefit.
　The criteria revealed by this paper imply no rationale for any basis being appropriate in 
all situations. However, the IASB proposes that all liabilities be estimated using expected 
value（expected present value technique）. What is rationale behind this? IASB’s proposal 
is not without foundation, and is theoretically robust when the “current settlement notion” 
is adopted for the measurement of both portfolios of liabilities and single obligations. But it 
is not necessarily certain that the amounts of non-financial liabilities based on the “current 
settlement notion” are always useful for the users of financial information.

Keywords：Non-financial Liability, Mode（Best Estimate）, Median（Maximum Amount That 
is More Likely Than Not to Occur）, Mean（Expected Value）, and Current Settlement Notion.


